
 京都市教育委員会事務局等の会計年度任用職員の給与等に関する規則を公布する。 

  令和２年２月１２日 

京都市教育委員会   

教育長 在田正秀   

京都市教育委員会規則第５号 

   京都市教育委員会事務局等の会計年度任用職員の給与等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，京都市会計年度任用職員の給与その他の給付に関する条例（以下「条

例」という。）第１９条の規定に基づき，教育委員会事務局及び教育機関に勤務する会計

年度任用職員（条例第１条に規定する会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の給与等に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（新任の場合の職務の級及び号給の決定基準） 

第２条 新たに採用する会計年度任用職員（次条又は第４条の規定により職務の級及び号

給を決定される者を除く。）の職務の級及び号給の決定については，初任給基準表（別表）

の定めるところによる。ただし，同表に定めがないものについては，別に定めるところ

によるものとする。 

（再任の場合の職務の級及び号給決定基準） 

第３条 ４月１日に採用する会計年度任用職員のうち，同日の前日から引き続き同一と認

められる職務に従事することとされる者（初任給基準表⑽の項に掲げる者（以下「１級

１号給職員」という。）及び前条ただし書の規定により職務の級を３級に決定される者

（以下「３級職員」という。）を除く。）の職務の級の決定については，同日においてそ

の者が受けていた職務の級と同一とする。 

２ 前項の規定により職務の級を決定される者のうち，初任給基準表⑴の項及び⑹の項か

ら⑼の項までに掲げる者の号給の決定については，その採用の日の前日以前１年間にお

けるその者の勤務成績が良好である場合にあっては同日においてその者が受けていた

号給の１号給上位の号給とし，同期間におけるその者の勤務成績が良好でない場合にあ

っては同日においてその者が受けていた号給と同一とする。 

３ 第１項の規定により職務の級を決定される者のうち，前項に規定する者以外の者の号

給の決定については，その採用の日の前日においてその者が受けていた号給と同一とす

る。 



４ 第２項の規定による勤務成績の判定の方法については，別に定める。 

５ 前年の４月２日以後に新たに会計年度任用職員となった者の号給の決定については，

前３項の規定にかかわらず，別に定める。 

（休職又は育児休業をしている会計年度任用職員の号給の決定基準等） 

第４条 ４月１日に採用する会計年度任用職員で，同日において休職し，又は育児休業を

している者のうち，同日の前日から引き続き同一と認められる職務に従事することとさ

れる者（前条第２項に規定する者に限る。）の号給の決定については，前条第２項，第４

項及び第５項の規定にかかわらず，同日においてその者が受けていた号給と同一とする。 

２ 前項の規定により号給を決定された会計年度任用職員が復職し，又は職務に復帰した

場合において，他の会計年度任用職員との均衡上必要があると認められるときは，休職

（別に定めるものを除く。）の期間については別に定める換算率により，育児休業の期間

については１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務し

たものとみなして，別に定める日に，前条の場合に準じてその者の号給を決定するもの

とする。 

（勤務しないことについての承認の基準） 

第５条 条例第７条第１項ただし書の規定による承認については，京都市会計年度任用職

員の給与その他の給付に関する条例施行規則（以下「市会計年度任用職員規則」という。）

第８条の規定を準用する。 

（期末手当を支給しない会計年度任用職員） 

第６条 条例第１３条前段に規定する別に定める者は，次に掲げる者とする。 

 ⑴ １級１号給職員 

 ⑵ １週平均の正規の勤務時間数が１５時間３０分に満たない会計年度任用職員 

（退職手当を支給しない会計年度任用職員） 

第７条 条例第１６条前段に規定する別に定める者は，次に掲げる者とする。 

 ⑴ 初任給基準表⑵の項に掲げる者 

 ⑵ 初任給基準表⑶の項に掲げる者 

 ⑶ 初任給基準表⑷の項に掲げる者 

 ⑷ 初任給基準表⑸の項に掲げる者 

 ⑸ １級１号給職員 

⑹ ３級職員 



（特定の職員の給与） 

第８条 条例第１７条に規定する別に定める者は，次に掲げる者とする。 

 ⑴ 定められた１週平均の正規の勤務日数が１日に満たない会計年度任用職員 

 ⑵ ３０日の範囲内で任期が定められた会計年度任用職員 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか，別に定める会計年度任用職員 

２ 前項各号に掲げる者の給与については，他の会計年度任用職員との均衡を考慮して別

に定める。 

（この規則に定めがない事項） 

第９条 この規則に規定するもののほか，会計年度任用職員の給与等については，市会計

年度任用職員規則第５条から第２０条まで（第８条，第１２条，第１６条及び第１８条

を除く。）の規定の例による。 

（補則） 

第１０条 この規則において別に定めることとされている事項及びこの規則の施行に関し

必要な事項は，教育長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

（職務の級及び号給の決定の特例） 

２ この規則の施行の日の前日において京都市報酬及び費用弁償条例（以下「報酬等条例」

という。）第２条第１４号の規定により月額で報酬を受けていた非常勤の職員で，同日か

ら引き続き同一と認められる職務に従事する会計年度任用職員のうち，初任給基準表の

定めるところにより決定される職務の級及び号給による給料月額及びこれに対する地

域手当の月額の合計額が同日において報酬等条例第２条第１４号の規定により受けて

いた報酬の月額に達しないこととなるものの職務の級及び号給の決定については，第２

条の規定にかかわらず，別に定めるところによるものとする。 

  



別表（第２条関係） 

初 任 給 基 準 表 

会 計 年 度 任 用 職 員 の 区 分 職務の級 号  給 

⑴ 

博物館資料の展示，調査研究等の職務に従事する者又は

これと同程度の複雑，困難及び責任の度であると認めら

れる職務に従事する者 

２ ４９ 

⑵ 

社会教育に関する専門的事項の企画及び指導に関する

事務等を総括する者又はこれと同程度の複雑，困難及び

責任の度であると認められる職務に従事する者 

２ ４０ 

⑶ 

教育に関する専門的事項の指導に関する事務を処理す

る者又はこれと同程度の複雑，困難及び責任の度である

と認められる職務に従事する者 

２ ３１ 

⑷ 

指導等に関する事務を処理する者又はこれと同程度の

複雑，困難及び責任の度であると認められる職務に従事

する者 

２ ２０ 

⑸ 

特に経験を要する教育に関する事務を処理する者又は

これと同程度の複雑，困難及び責任の度であると認めら

れる職務に従事する者 

２ ３ 

⑹ 

診療上の補助に相当する職務に従事する者又はこれと

同程度の複雑，困難及び責任の度であると認められる職

務に従事する者 

１ ６２ 

⑺ 

図書館の専門的事務に従事する者又はこれと同程度の

複雑，困難及び責任の度であると認められる職務に従事

する者 

１ ５２ 

⑻ 

教育に関する事務を処理する者又はこれと同程度の複

雑，困難及び責任の度であると認められる職務に従事す

る者 

１ ４２ 

⑼ 別に定める施設の管理及び事務の処理に従事する者 １ ２６ 



    

⑽ 補助的な職務に従事する者 １ １ 

（教育委員会事務局総務部総務課） 


